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○国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイ

ドライン）（抄）厚生労働省保険局国民健康保険課 平成29年７月 
 

２．基本的考え方及び全体像 

（１）基本的考え方  

ア）全体像  

○ 国民健康保険については、従来、各市町村が個別に運営を行ってきたものであるが、平成30

年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村との適切な役割分担の下、国保の運

営に中心的な役割を担うこととなる。都道府県が財政運営を担う仕組みにおいて、納付金の配

分及び標準保険料率の設定のあり方については、被保険者の保険料水準に大きな影響を与える

ものであることから、国は、制度趣旨や基本的なルールを示すとともに、各都道府県は市町村

との協議を踏まえて当該都道府県における納付金の配分ルールや市町村標準保険料率の算定ル

ールを決定することとなる。その際、各都道府県における医療費水準や保険料水準等に係る実

態や課題が様々であることから、都道府県による財政運営という改革の趣旨に照らし、そうし

た実態や課題に応じて各都道府県が市町村と協議を行いながら決定する必要があり、したがっ

て国が示す納付金及び市町村標準保険料率の算定方法についても一定の幅が必要とされるもの

と考える。 

 

○ 現在、各市町村が財政運営を行うに当たっては、それぞれ、保険給付費を推計し、当該推計

額から公費等による収入を控除して保険料収納必要額を算出し、それを基に保険料率を決定し

ている。ただし、保険料収入と公費等による収入負担だけでは医療給付を賄うことができず、

決算補填を目的とする一般会計繰入を行っている市町村も多い。また、保険料の算定方式につ

いても、各市町村がそれぞれの実情に応じて２方式、３方式、４方式を採用し、応能割・応益

割比率等も国の法令を踏まえつつもそれぞれが決定している。このように各市町村の保険料設

定方法はそれぞれに異なっているため、市町村間の保険料水準を比較しようとしても、どのよ

うな事情に基づいて差異が生じているのかが見えづらいものとなっており、例えば、被保険者

が他市町村へ転居した際に保険料水準が変動しても、その理由を明確に説明することが困難と

なっている。 

 

○ 今回の国保改革においては、国保に対し、毎年約3,400億円の財政支援の拡充等によりその

財政基盤を強化することとしており、被保険者の負担の軽減やその伸びの抑制が可能となる。

また、都道府県が市町村とともに国保を運営することとし、標準的な住民負担の「見える化」

や将来的な保険料水準の統一を図る観点から、財政運営の責任主体である都道府県が、市町村

ごとの標準保険料率を示すこととした。 

 

○ 今回の改革により、都道府県も国保の保険者と位置づけられ、都道府県が市町村とともに国

保の運営を担うことに伴い、都道府県内の保険料水準を統一すべきではないかとの意見もあっ

たが、多くの地域では、都道府県内市町村間で医療費水準や保険料水準に差異があり、また、
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保険料の算定方式のバラツキも見られる。そのため、都道府県内の保険料水準を平成30年度か

ら一斉に統一させることは、多くの地域において、被保険者の保険料負担の急変を招くことが

予想される。また、参議院厚生労働委員会の附帯決議にあるように、医療サービスの水準に地

域差がある都道府県においては、被保険者が受けられる医療サービスに見合わない保険料負担

とならないような配慮も求められる。こうした事情も踏まえ、平成27年2月12日に決定された

「国民健康保険の見直し」においては、「都道府県は、市町村ごとの分賦金の額を決定するに

当たり、市町村の医療費適正化機能が積極的に発揮されるよう、市町村ごとの医療費水準（年

齢構成の差異を調整し、複数年の平均値を用いたもの）を反映するとともに、負担能力に応じ

た負担とする観点から、市町村ごとの所得水準を反映する」としている。なお、平成27年6月

30日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」においては、「国民健康保険料

に対する医療費の地域差の一層の反映」が保険者における医療費適正化に向けた取組へのイン

センティブ強化のために求められているところ。 

 

○ ただし、地域によって柔軟な対応ができるよう、「国民健康保険の見直し」では、「保険料

率については、市町村ごとに設定することを基本としつつ、地域の実情に応じて、二次医療圏

ごと、都道府県ごとに保険料率を一本化することも可能な仕組みとする」と規定している。保

険料率を一本化するためには、納付金の配分の方法においても配慮が必要であり、特別の仕組

みを設けることとする。 

 

○ このように、多くの都道府県において、新制度施行後は、納付金の額を決定する際に医療費

水準を反映することとなるが、都道府県内市町村の意見を十分踏まえつつ、将来的には、都道

府県での保険料水準の統一を目指し、都道府県内の各地域で提供される医療サービスの均質化

や医療費適正化の取り組み等を進めることが求められる。 

 

イ）納付金の算定における医療費水準による調整について 

○ 上記で説明してきたように、多くの都道府県においては、 

・ 提供される医療サービスの水準の違いなどから、都道府県内の各市町村の医療費水準に差

があること、 

・ 医療費水準が保険料に反映されることで、市町村の医療費適正化機能が積極的に発揮され 

 ること 

から、納付金の算定に医療費水準を反映させることとなる。ただし、その医療費水準の高低

が高齢者の割合が多いなど年齢構成の差異がその原因である場合があるため、補正を行う必

要がある。従って、納付金の算定にあたっては、年齢構成の差異を調整した医療費水準を用

いることとする。 

 

○ また、特に被保険者の少ない市町村においては、毎年の医療費が増減しやすいことから、医

療費水準を単年度の実績だけではなく、複数年の平均値を使用することで平準化し、納付金の

額ひいては保険料の急激な上昇が起きにくい仕組みとする。 
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ウ）納付金の算定における所得水準の調整について 

○ 同じ保険料率であっても、被保険者の所得水準に応じて、保険料額に差が生じるように、各

市町村間で同じ保険料率であったとしても、その所得水準に応じて、集められる保険料総額に

違いが生じることから、各市町村の納付金を負担できる能力にも差が生じることとなる。こう

したことから、所得水準に応じて納付金の額を調整することが必要とされる。言い換えると、

市町村で同じ医療費水準（年齢調整後）であった場合には同じ保険料水準となることが公平で

あり、そのためには、所得水準が低い市町村には納付金を少なく、所得水準が高い市町村には

納付金を多く配分する必要がある。 

 

○ ただし、国保の保険料には応益割の考え方があり、所得水準の高低に関わらず賦課すべき額

があることから、納付金の配分に当たっても、都道府県内合計の納付金総額のうち、応能分に

ついて、所得水準等の能力に応じた配分を行う必要がある。なお、応能分で集める割合は後期

高齢者医療制度と同様に、都道府県平均の所得水準が全国平均より高い場合には多い割合と

し、所得水準が全国平均より低い場合には少ない割合とすることとする。このように応能分で

集める割合を調整することで、所得の低い都道府県における所得水準の高い市町村に過度な応

能割分の納付金負担が課せられたり、逆に所得の高い都道府県における所得水準の低い市町村

に過度な応益割分の納付金負担が課せられたりすることがないように調整が行われ、ひいては

公平・適切な保険料負担となる。 

 

○ なお、所得水準の算出に当たっては、所得が著しく高い被保険者の影響で市町村や都道府県

の所得水準を過度に引き上げることがないよう推計を用いて賦課限度額を超える所得を控除す

ることとする。 
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３．医療分の納付金算定 

（２）納付金の算定 

ア）全体像 

○ 納付金の算定は「年齢構成の差異を調整した医療費水準」と「所得水準」に応じて計算を行

う必要がある。 

 

 

Ｃ×｛１＋α・（年齢調整後の医療費指数－１）｝ 

×｛β・（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝／（１＋β） 

×γ 

＝c＝各市町村ごとの納付金基礎額 

 

※  医療費指数反映係数αは医療費指数をどの程度反映させるかを調整する係数（０≦α≦１） 

α＝１の時、医療費指数を納付金の配分に全て反映。 

α＝０の時、医療費指数を納付金の配分に全く反映させない（都道府県内統一の保険料水

準） 

 

※  所得係数βは所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるかを調整する係数であり、

全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて設定。平均的な所得水準の都道府県は１とな

り、応益に応じて配分する納付金と応能に応じて配分する納付金の割合が50：50となる。 

 

※  都道府県で保険料水準を統一する場合に、例外的に、収納率の多寡で保険料率が変化しない

よう標準的な収納率による調整を行うことも可能とする。 

 

※  調整係数γは各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わせるための調整係数 

 

 

○ 新制度施行後は、都道府県内市町村間で医療費水準に差異がある都道府県においては、年齢

調整後の医療費指数を各市町村の納付金に反映させることが原則となる（即ちα＝１）。その

場合、年齢調整後の医療費指数が低い市町村の保険料負担は低く、高い市町村の保険料負担は

高くなることが想定される。ただし、都道府県内で統一的な保険料水準とする観点から医療費

指数を反映させないこと（即ちα＝０）、また当該都道府県における平成29年度までの保険財

政共同安定化事業のあり方等を踏まえ、激変緩和の観点から医療費指数の納付金への反映を段

階的に行うこと（即ちαを徐々に１に近づけていく）も可能とする。その際には都道府県は市

町村の意見を十分反映することとする。 
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○ 所得（応能）シェアと人数（応益）シェアの加重については、所得水準が全国平均である都

道府県においては50:50となるが（β＝１）、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じ

て、所得（応能）シェアで按分する比率を増減することを原則とする。 

 

○ 例外的に、都道府県で保険料水準を統一する場合に、収納率の高低で保険料率が変化しない

ような納付金額を計算するための標準的な収納率による調整を行うことも可能とする仕組みを

設けることとする。 

 

○ 年齢調整後の医療費水準及び所得水準で調整した後に、各市町村の納付金基礎額の総額を都

道府県の総額に合わせるために調整係数（γ）によって全体の額を微調整することとする。 

 

○ 上記の計算式において各市町村の納付金基礎額を算定した後、各市町村ごとの事情に応じて

納付金額の調整を行うこととする。 
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４．後期高齢者支援金の納付金 

（２）納付金の算定 

ア）全体像 

○ 納付金の算定は「所得水準」に応じて計算を行う必要がある。 

 

 

Ｃ×｛β・（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝／（１＋β） 

×γ 

＝c＝各市町村ごとの納付金基礎額 

 

※ 所得係数βは所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるかを調整する係数であり、

全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて設定。平均的な所得水準の都道府県は１とな

り、応益に応じて配分する納付金と応能に応じて配分する納付金の割合が50：50となる。 

 

※ 都道府県で保険料水準を統一する場合に、例外的に、収納率の多寡で保険料率が変化しない

よう標準的な収納率による調整を行うことも可能とする。 

 

※ γは各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わせるための調整係数 

 

○ 所得（応能）シェアと人数（応益）シェアの加重については、所得水準が全国平均である都

道府県においては50:50となるが（β＝１）、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じ

て、所得（応能）シェアで按分する比率を増減することを原則とする。 

 

○ 例外的に、都道府県で保険料水準を統一する場合に、収納率の多寡で保険料率が変化しない

ような納付金額を計算するための標準的な収納率による調整を行うことも可能とする仕組みを

設けることとする。 

 

○ 所得水準で調整した後に、各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わせるため

に調整係数（γ）によって全体の額を微調整することとする。 
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５．介護納付金の納付金 

（２）納付金の算定 

ア）全体像 

○ 納付金の算定は「所得水準」に応じて計算を行う必要がある。 

 

 

Ｃ×｛β・（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝／（１＋β） 

×γ 

＝c＝各市町村ごとの納付金基礎額 

 

※ 所得係数βは所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるかを調整する係数であり、

全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて設定。平均的な所得水準の都道府県は１とな

り、応益に応じて配分する納付金と応能に応じて配分する納付金の割合が50：50となる。 

 

※ 都道府県で保険料水準を統一する場合に、例外的に、収納率の多寡で保険料率が変化しない

よう標準的な収納率による調整を行うことも可能とする。 

 

※ γは各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わせるための調整係数 

 

○ 所得（応能）シェアと人数（応益）シェアの加重については、水準が全国平均である都道府

県においては50:50となるが（β＝１）、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて、

所得（応能）シェアで按分する比率を増減することを原則とする。 

 

○ 例外的に、都道府県で保険料水準を統一する場合に、収納率の多寡で保険料率が変化しない

ような納付金額を計算するための標準的な収納率による調整を行うことも可能とする仕組みを

設けることとする。 

 

○ 所得水準で調整した後に、各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わせるため

に調整係数（γ）によって全体の額を微調整することとする。 


